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資料第７ 



産学官連携による産業技術人材の育成促進に向けて―概要―産学官連携による産業技術人材の育成促進に向けて―概要―

(社)日本経済団体連合会

２００１年１０月経団連提言「国際競争力強化に向けたわが国の産学官連携の推進」
↓産学官連携の気運の盛り上がり、各種環境整備の進展

優れた科学技術を新たな産業創成につなげる産業技術人材の戦略的な育成が急務

１．産業技術人材の必要性１．産業技術人材の必要性

２．産業技術人材に関する現状の問題点と企業の対応状況
―日本経団連アンケート調査（２７社）結果より―

２．産業技術人材に関する現状の問題点と企業の対応状況
―日本経団連アンケート調査（２７社）結果より―
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１．はじめに 

 

 わが国が科学技術創造立国を実現し、少子高齢化社会においても、持続的な

経済成長を遂げていくためには、産学官の複合的な連携の下で世界トップレベ

ルのイノベーションを連続的に創造していく環境を整備することが不可欠であ

る。日本経団連では、２００１年１０月に提言「国際競争力強化に向けたわが

国の産学官連携の推進」をとりまとめ、産学官連携強化のための当面の課題と

推進策を提言した。 

 その後、総合科学技術会議、関係省庁を含めた活発な議論の結果、非公務員

型による国立大学の法人化、研究開発税制の抜本改革、競争的資金の拡充、国

立大学教授の兼業規制の緩和など、産学官連携推進のための各種制度整備は、

飛躍的に進展しつつある。また、内閣府、日本経団連、日本学術会議の主催に

よる産学官連携サミットや産学官連携推進会議を通じて、各層における連携の

気運は、かつて無い盛り上がりを見せている。 

 先進主要国の研究開発投資額や特許登録件数においても、わが国は世界最高

の水準にある。しかし、一方で、新しい知を産業へと結びつける事業化普及度

や起業家精神に関しては、先進諸国で最低水準に留まる。 

 国を挙げて整備が進む科学技術創造立国実現に向けた諸制度を、より有効に

活用し、創造された「知」を、世界に先駆けて産業化させていくのは、言うま

でも無く「人=人材(財)」であり、これこそがわが国発展の源泉である。その充

実のためには、｢知｣の創造拠点であり、かつ人材の育成主体である大学(院を含

む。以下同じ)と事業化の主体である産業界が連携を図りつつ、知を産業活性化

へと脱皮させるために必要な技術系人材全体のレベルアップについて、戦略的

に取り組み、国がこれを積極的に支援することが急務である。企業の国際競争

力強化と共に、大学の国際競争力強化が成し遂げられなければ、わが国の発展

は有り得ない。  

すでに、経済社会の変化に対応し、ＭＢＡコースなどの専門大学院に加え、

法科大学院、専門職大学院の設置が予定されているところであるが、これらの

改革に際しても、とりわけ、技術と市場を結びつけ、新たな産業創成の鍵とな

る産業技術人材の育成に力を注ぐ必要がある。 

そこで、日本経団連は、科学技術創造立国の中心的な担い手である産業技術

人材の育成に係る産学官連携のあり方について、以下の通り提言するものであ

る。 
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２．産業技術人材に関する現状の問題点と対応状況 
 
 日本経団連のアンケート調査（対象：産業技術委員会産学官連携推進部会委

員企業）によれば、企業に入社した産業技術人材の現状の問題点として指摘の

多かった事項として、①大学レベルで必要とされる基礎学力の不足、②創造性、

問題設定能力の不足、③積極性、問題意識の低下がある。また、語学を含むコ

ミュニケーション力の不足や専門領域の狭さを指摘する意見も多かった。さら

に、全体の水準の低下を強く懸念する声が強い。 

 これらの問題点に対し、企業は産業技術人材の育成のために、①入社時の基

礎学力の研修制度、独自の技術者育成プログラムの充実といった社内研修、②

製品開発･製造に直結したＯＪＴなどの対応を行っている。また、即戦力として、

ドクターや中途採用を積極的に進める企業も多い。 

 文部科学省の調査においても、ほぼ同様の傾向が示されている。民間企業を

対象に行った調査では、若手研究者の資質が低下していると認識している回答

が向上しているという回答を大幅に上回っている。さらに、人材育成の当事者

であるほとんどの大学関係者自身も理工系人材育成において、創造性に富む人

材や主体性･積極性に富む人材の育成が欠けているとの認識を抱いているのが

現状である。 

産業界は、わが国の将来を担う産業技術人材の現状に大きな危機感を抱いて

いる。産学官がこの問題を共有し、産業技術人材の育成促進に係る取組みのス

ピードを早める必要がある。 

 

 

３．人材育成を担う大学の機能強化の基本 

  

 大学の基本的な役割は真理探究を目的とする知の創造と、教育を通じた知の

継承にある。もとより、これらが直ちに、産業化や経済活性化に直結するもの

ではなく、企業では不可能な基礎研究や技術者･研究者の養成が大学の主たる役

割であることは当然である。しかし、創造された知を積極的に実用化すること、

教育面に産業の現状を取り込んでいくこと等で産学の連携強化を図ることは、

大学、産業界双方の国際競争力強化に資することとなる。 

 

(1)大学の国際競争力強化 

 企業はボーダーレスな市場のなかで、し烈な国際競争を展開しており、それ

を支えているのは優れた産業技術人材である。今後のわが国の競争力維持強化

のためには、人材育成を担う大学自身が、国際競争力強化の視点を重視し、大
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学間の国際競争に生き残っていく気概をもって改革に取り組むことが何より重

要である。世界の知、情報、学生、研究者、企業、社会人が集う魅力ある創造

拠点を目指すべきである。大学の国際競争力を強化することは、わが国産業の

競争力強化に資するのみならず、対内投資の促進や国際貢献を通じて、わが国

の国際的地位の向上に繋がる。 

 

(2)多様性の確保 

今日、基礎研究から応用研究、開発研究、事業化へという単線的なイノベー

ションの流れは終わり、分野横断的な研究開発や事業化ニーズの基礎･応用研究

へのフィードバックといった、複線的でスピード感あるイノベーションシステ

ムの構築が求められている。基礎研究は専ら大学、応用、開発は企業といった、

大学と企業の役割分担も、より高度化、複雑化している。このような流れの中

で重要なことは、研究テーマやカリキュラム、学部・学科などの運営体制など

を各大学の創意工夫に委ね、競争を通じて、全体として多様性を確保すること

である。現在進められている国立大学の法人化に際し、各大学は建学の理念を

改めて明確化し、例えば、全分野で無くとも特定分野では名実共に世界一流で

あるような、特色ある大学の再構築が図られることを強く期待する。 

 

(3)「知」の活用のための産学連携と発信機能の強化 

創造された知を技術革新の形で社会の発展に活用する手段としては、ＴＬＯ

を活用した契約に基づく知の開放、共同研究の推進、大学発の起業などがある

が、中心となるべきは、大学による優秀な産業技術人材の育成と供給を通じた

イノベーションの実現である。また、大学が国際競争力を高めていくためには、

競争力のある研究テーマの設定が重要であり、テーマ設定の段階から、産学の

連携を一層強化する必要がある。 

さらに、受験生を含む内外に対しても、大学の教育プログラム、研究成果、

特色等に関するディスクロージャーを強化することにより、目的意識を持った

学生や海外からの留学生増大に努める。 

 

 

４．産業技術人材の教育制度の充実 

 

(1)学部教育の充実 

 アンケート調査からも明らかなように、大学での人材育成に関し、現在、最

も強く求められるのは基礎学力の充実である。過半が大学院へと進む理系の学

部教育においては、第一に数学、物理、化学といった基礎科学について量、質
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ともに国際的な比較で優位な水準を確保することを重視し、大学院における専

門科目教育との役割分担を明確化すべきと考えられる。第二に、語学を含むコ

ミュニケーション力･表現力、国際的な対応能力、科学倫理などの基礎学力に係

る教育の充実が必要である。また、理系内の他学科、文系の基礎科目との連携

など学際間の講座充実を進める。激しく変化する企業環境においては、専門性

のみならず、広い範囲の知識、教養を身に付けた人材が求められる。 

 一方、企業は、卒業予定者(大学院も含む)の採用に際し、「新規学卒者の採

用･選考に関する企業の倫理憲章」を遵守し、学生の学業専念に配慮するととも

に、大学においても、卒業年度の学業密度の充実を図る。 

 

(2)実践重視の工学系大学院教育 

 平成 15 年度から設置が開始される専門職大学院においては、「高度で専門的

な職業能力を有する人材の養成」が目的とされ、産業化ニーズを踏まえた、実

践的で多様な教育プログラムが導入されることが期待される。一方で、企業へ

就職する技術系人材の大部分が修士課程卒業者であるという現状を踏まえれば、

現行の大学院教育における産業技術人材の教育プログラムも改善する必要があ

る。とりわけ、工学系においては、研究者育成と並んで産業化に資する技術者

育成を念頭においた、より実践的な教育体制の構築、産業の実態に即した学科

の設置などを一層強化することが求められる。 

 企業においても、インターンシップの受け入れや大学への教員派遣などを通

じて、産業の現状の理解促進に努める。 

 

(3)社会人等を対象としたＭＯＴの普及 

 創造された知が、いわゆる「死の谷」を越えてイノベーションとして産業へ

と結びつけられるためには、技術に関する知識とともに、これを事業化するマ

ネジメント能力を兼ね備えた人材を育成する大学院レベルの教育プログラムが

必要である。米国等においては、すでに多くのＭＯＴ(Management of Technology)
コースが設置され、新たな産業創出に寄与しており、わが国においても従来の

大学院教育や企業内研修でカバーすることのできない、専門家教育プログラム

を充実･定着させる必要がある。当該プログラムの開発においても、各大学の創

意工夫による競争原理を重視すべきであり、期間、内容、昼夜間コース、ｅ

-Leaning等々、多様性が確保される必要がある。 
 産業界としても、わが国産業の実態に即したＭＯＴが早期に普及されるよう、

産学官の連携の下に組織するコンソーシアムを通じて啓蒙に努める。 
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(4)共同研究・委託研究への学生の参画 

産学連携の気運の高まりと契約の改善などの環境整備を受け、わが国でも、

ここ数年で企業と大学の共同研究が飛躍的に増加している。アンケート調査に

よれば、産学による共同研究・委託研究を進め、学生がこれに参画することが、

産業化に即した人材育成に極めて有効との意見がある。共同研究･委託研究に関

し、企業施設を活用するなどの方策を用い、一層の推進を図る。 

 
(5)産学官連携による人材育成の定期的検討 

 日本経団連では、これまでも個々の大学との意見交換を積極的に進めてきた

ところであるが、引き続き、双方の期待ギャップを埋め、連携強化を図るため、

日本経団連、大学、文部科学省等を交えた、人材育成に係る検討会を定期的に

開催していく。 
 
 
５．大学改革（国立大学法人化）への期待 

 
 平成１６年度より、国立大学は非公務員型の国立大学法人へ移行する予定で

ある。今回の法人化が組織変更に終わることなく、明治以来の大改革として 21
世紀のわが国を支える高等教育･研究機関の強化に繋がる再構築となることを

強く期待する。 
その大前提は、公正な評価による競争原理の導入であり、国は、その環境整

備を進める必要がある。また、国の財政を投入する教育･研究機関である以上、

国立大学法人には、特段の透明性や説明責任が求められる。産業界の視点から

は、先述の事項のほか、以下の諸点につき重点的な改革を求めたい。 
 ①民間的経営手法の導入 
  非公務員型の法人へと移行することにより、人事、財務等において、これ

までにない自由な運営が可能となる。国立大学に新設される、経営協議会の

みならず、役員にも学外から広く人材を募り、人事･業績評価や組織運営など

に民間的経営手法を大幅に取り入れるべきである。また、ＴＬＯを大学内組

織とするなど、産学連携の窓口一本化によるサービス向上を図るべきである。 
 ②学長の権限強化 
  社会のニーズに合った学部横断的な改革や戦略的な中期計画の遂行のため

には、経営トップたる学長の権限を強化し、トップダウンによる機動的な経

営を行う必要がある。学長は自らが代表して内外に対し、計画のコミット、

説明責任を果たす。また、わが国の科学技術人材の視野の広がりを阻んでい

るとの指摘が強い、大学教員の自校出身比率の問題（インブリーディング）
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については、明確な数値目標を掲げ、改革をすすめる。 
 ③産学の人材交流 
  企業人の大学教員への登用や期限付き任用･兼職、大学教授の民間企業への

就職や兼業、研究員の相互派遣やインターンシップ受け入れなど、相互の利

益に資する人材交流を進める。 
 
 
６．政府の役割について 

 

(1)大学間の競争環境の整備（評価制度の充実） 

 各大学による自由な競争を維持するためには、第三者機関による公正な大学

評価が必要である。昨年の臨時国会で可決成立し、2004年度から導入予定の認
定評価機関による第三者評価制度に基づく、各大学の公正な評価、結果の開示

を着実に遂行すべきである。また、評価による事後チェック機能の発揮にとも

ない、学部･学科の設置認可といった事前規制の更なる緩和が望まれる。 
また、大学教育の成果としての卒業生の質は、単位の授与に際して厳正にチ

ェックされ、卒業の可否で保証されることが原則である。一方、教育プログラ

ム自体の国際的な同等性確保や品質向上のためには、日本技術者教育認定機構

（ＪＡＢＥＥ）を通じた認定制度の充実、国際的な評価･認定制度との連携を強

化することも重要である。 
 
(2)優れた教育に対する効率的支援の充実 

喫緊の課題である産業技術人材の育成に対し、国も積極的に支援を行う必要

があるが、その場合にも、競争原理を活用した重点的な支援を行うことが重要

である。まず、今後必要な産業技術人材育成のための新カリキュラムの開発支

援においては、公募制度を基本とし、選考の透明性を確保しつつ、優れた教育

に効率的な資源配分を行うべきである。また、人材育成支援は、学生や研究者

に対する奨学金等の充実を最優先し、競争を通じ、多くの学生や研究者が集う

魅力的な大学が結果として授業料収入を増加することができる仕組みへと転換

する。直接、大学に対する支援を行う場合でも、上述の第三者評価を加味する

仕組みへと転換する。 
 
 
 
 
 

６ 



 

  
 

７．おわりに 
 
 80 年代の不況において、米国は日本企業をモデルとしつつ、産業技術人材の
育成を国家戦略として掲げ、大学の｢知｣を産業化することで、低迷からの脱出

を成功させたと言われる。 
長期景気低迷を脱却できずにいる今こそ、種々の制度改革とともに、これを

担う人材育成を強力に推進する必要がある。産業界としても科学技術創造立国

を目指し、引き続き、産学官連携サミット、産学官連携推進会議等も活用して、

一層の産学官連携を推進していく。 
                以 上 

７ 



（IMD: The World Competitiveness Yearbook 2002)

■科学技術インフラ分野の水準は４９か国中２位（研究開発
支出：２位、特許取得：１位）。しかし、マネジメント分野の水準
に関しては４１位（起業家精神の普及度：４９位、事業化の普
及度：４８位）と低迷。（スイス ＩＭＤ2002年）
■我が国のイノベーションを加速し、産業競争力の強化を図る
ためには研究開発への投資だけでなく、技術成果を事業に
結びつけ経済的付加価値に転換する人材が重要。

参考１技術を産業に結びつけるマネジメント力不足技術を産業に結びつけるマネジメント力不足
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(1)新卒を含む産業技術人材に関する現状の問題点

技術系人材育成に関する企業の現状技術系人材育成に関する企業の現状
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実体験不足

狭い専門領域

コミニュケーション力の不足

積極性、問題意識の欠如

創造性欠如、問題設定能力の不足

大学レベルの基礎学力の不足

○各項目に関する企業の意見
○意欲低下・目的意識の欠如
・自分の学んだことが企業のどこに活かされるのか理解していないため、企業や部署探しする際、戸惑う。
○コミニュケーション力の欠如
・社内外へのプレゼン能力、調整能力等が不足している。
○狭い専門領域
・知識の幅が狭く、専門以外との交流が少ないため、応用がきかない。
○実体験不足
・計算は出来ても実物を知らない。自らの手でものづくりを経験していないため、戦力化に時間がかかる。
○新事業における即戦力人材の不足
・事業構造の転換や技術の激変に伴い、技術習得が追いついていない層が増えている。
○リーダーシップのある技術マネージメント人材の不足
・研究開発による技術創出だけでなく、経営資源として利用し、事業化、起業化する人材が少ない。

－日本経団連産学官連携推進部会アンケート調査より（27社・複数回答）－
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(2)各企業による対応状況

○社内教育の充実･･･チームとしての教育の実施、各層に向けた自社内教育（MOT教育の充実）

○OJTの実施･･･製品製作に密着した技術力はOJT

○配置の適正化･･･事業構造の転換に伴う変身教育と配置転換、採用時に希望する分野やテーマの確認

○学生の就業意識の向上･･･インターンシップによる学生の意識向上、必要とする基礎知識の大学への
提示

参考２



―平成12年度 文部科学省・民間企業の研究活動に関する調査報告より―

若手研究者の資質若手研究者の資質 参考３
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図1 若手研究者の資質

（ｎ＝１０６６）

図２ 若手研究者の資質低下の内容
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■技術を事業の核とする企業・組織が次世代の事業を継続的に創出し、持続的
発展を行う ための創造的、かつ戦略的なイノベーションのマネジメント。

■Management of Technology (MOT)，Technology  Management ，Engineering 
Management, Technology Innovation Managementなど多様な呼び方がある。

■MOTは、企業全体の経営革新の立場にたち、企業理念、企業目的、企業戦略
と一体となって技術戦略を開発し、これを実践すること｡

■MOTは、イノベーションを創出するダイナミックプロセスと捉え、新技術知識の創
生、技術資産の蓄積、技術知識の製品活用における移行過程における効果的マ
ネジメントを推進すること｡

■MOTは、企業が保有する技術知識体系を新たな知識体系に変容させる行為で
あり、 知識体系の組替えにより新たな価値を創造すること｡

MOT（Management of Technology）とはMOT（Management of Technology）とは 参考４

経済産業省資料等より

・製造業における研究開発の最大の課題＝「R&Dと事業とのリンケージ」、つまり研究
成果を如何にうまく事業に繋げるか」。

・新技術の事業化を行う上での最難関(「死の谷」)と国際的に認識されている実用化
段階におけるブレークスルーにあたり、ダイナミックなR&Dマネジメント導入が必要。

・研究開発テーマが事業化に至らず、死の谷に埋没、眠っていると回答する国内製造
業は約８割。

・従来の自前主義による研究開発は、技術イノベーションの加速化等を背景に限界。

・積極的に提携、産学官連携、選択と集中等のR＆Dマネジメントによる展開が必要。

・社内発ベンチャー、スピンオフベンチャーや異業種との提携等を通じた休眠研究成果
のいち早い事業化の必要性。

・製造業における研究開発の最大の課題＝「R&Dと事業とのリンケージ」、つまり研究
成果を如何にうまく事業に繋げるか」。

・新技術の事業化を行う上での最難関(「死の谷」)と国際的に認識されている実用化
段階におけるブレークスルーにあたり、ダイナミックなR&Dマネジメント導入が必要。

・研究開発テーマが事業化に至らず、死の谷に埋没、眠っていると回答する国内製造
業は約８割。

・従来の自前主義による研究開発は、技術イノベーションの加速化等を背景に限界。

・積極的に提携、産学官連携、選択と集中等のR＆Dマネジメントによる展開が必要。

・社内発ベンチャー、スピンオフベンチャーや異業種との提携等を通じた休眠研究成果
のいち早い事業化の必要性。

技術と経営のわかる人材
の必要性



国立大学の共同研究の推移国立大学の共同研究の推移 参考５
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図１ 国立大学と企業等との共同研究実施状況
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大学教員における自校出身者の状況大学教員における自校出身者の状況 参考６

（１）日本（教員全体）

文部科学省資料より

教官数 自校出身 教官数 自校出身

合計 122,193 31% 10,158 62%

学部所属教員 大学院所属教員

（２）ｶﾙﾌｫﾙﾆｱ大学９校（米国）の助教授（Assistant Professor）採用者（1994－98）

出身校 採用者数 ％

全体 995 100%

　UC９校 215 22%
出身校別
　①UCバークレイ校 103 10%
　②スタンフォード 74 7%
　③ハーバード 59 6%
　④エール 41 4%
　⑤UCLA 41 4%
　海外 85 9%

（ｶﾙﾌｫﾙﾆｱ大学資料による）

＊（備考）(1)と(2)で統計の観点が異なるが、状況を概観するために参考
として示したもの。

＊（備考）自校出身者には、他校での勤務経験者を含む。




